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赤穂市の高齢者を取り巻く現状 

１．人口・世帯数  
(1) 人口の推移 

① 人口構成の推移 

総人口は減少傾向にあり、令和４年では45,530人となっています。 

高齢者人口は令和３年までは増加傾向にありましたが、令和４年以降減少に転じ、令和

５年では15,267人となっています。 

しかし、高齢化率は年々上昇し、令和５年では34.0％となっています。また、総人口に

占める75歳以上の割合は、令和５年で19.2％となっています。 

 

 

 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在（※令和５年は推計値）  

単位：人

47,921 47,486 46,853 46,158 45,530 44,874

5,601 5,470 5,308 5,111 4,935 4,730

27,164 26,773 26,209 25,649 25,280 24,877

40歳～64歳 15,422 15,319 15,110 14,964 14,936 14,798

15,156 15,243 15,336 15,398 15,315 15,267

65歳～74歳（前期高齢者） 7,426 7,290 7,334 7,368 6,965 6,631

75歳以上（後期高齢者） 7,730 7,953 8,002 8,030 8,350 8,636

31.6% 32.1% 32.7% 33.4% 33.6% 34.0%

16.1% 16.7% 17.1% 17.4% 18.3% 19.2%
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高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

区分
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（2022年）

第８期

平成30年
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令和5年
（2023年）
※推計値
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② 高齢者人口の推移 

74歳以下は減少傾向にある一方、75歳以上は増加傾向にあり、高齢者人口に占める割合

の内訳をみると、令和５年では高齢者の19.2％が85歳以上となっています。 

   
 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在（※令和５年は推計値）  

単位：人

15,156 15,243 15,336 15,398 15,315 15,267

65歳～74歳 7,426 7,290 7,334 7,368 6,965 6,631

75歳～84歳 5,278 5,386 5,312 5,231 5,466 5,711

85歳以上 2,452 2,567 2,690 2,799 2,884 2,925

平成30年
（2018年）

区分

第７期 第８期

高齢者人口（65歳以上）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）
※推計値

7,426 7,290 7,334 7,368 6,965 6,631

5,278 5,386 5,312 5,231 5,466 5,711

2,452 2,567 2,690 2,799 2,884 2,925

15,156 15,243 15,336 15,398 15,315 15,267
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③ 高齢者人口の計画対比 

高齢者人口は概ね計画値通りに推移しています。 

 

 

④ 高齢化率の比較 

赤穂市の高齢化率は、全国、県と比べて高くなっています。平成30年から令和５年にか

けての伸び率も、全国、県をやや上回っています。 

 

 

※資料：市は住民基本台帳 各年９月末日現在（※令和５年は推計値） 

兵庫県、全国は総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」    
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99.7% 99.9% 100.3% 100.2% 100.3% 100.4%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

（人）

65歳～74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 計画値

31.6%
32.1%

32.7%
33.4% 33.6%

34.0%

27.7%
28.0%

28.3%
28.8%

29.3%
29.8%

27.3%
27.7%

28.0%
28.4%

28.8%
29.2%

25.0%

26.0%

27.0%

28.0%

29.0%

30.0%

31.0%

32.0%

33.0%

34.0%

35.0%

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

※推計値

第７期 第８期
赤穂市 兵庫県 全国



4 

(2) 将来人口推計 

① 人口構成の推計 

総人口は今後も減少傾向で推移し、令和８年で42,811人となる見込みです。その後も減

少は続き、令和22年（2040年）では32,519人となっています。 

高齢者人口も同様に減少傾向で推移し、令和８年では15,051人となる見込みです。 

年少人口、生産年齢人口の減りが高齢者人口の減りを上回っていることから高齢化率は

今後も上昇し、令和８年では35.2％、令和22年（2040年）では43.8％となる見込みです。   

 

 

 

 

※資料：住民基本台帳人口に基づきコーホート変化率法で推計。 

※「コーホート変化率法」は、同年に出生した集団（コーホート）の過去における実績人口の変化率に基づき将来人口を推計

する方法。   
単位：人

第11期 第12期 第14期

44,201 43,509 42,811 39,959 36,270 32,519

4,539 4,358 4,182 3,478 2,848 2,446

24,401 23,960 23,578 21,679 18,988 15,840

40歳～64歳 14,579 14,400 14,313 13,379 11,776 9,796

15,261 15,191 15,051 14,802 14,434 14,233

65歳～74歳（前期高齢者） 6,331 6,031 5,723 5,441 5,604 6,006

75歳以上（後期高齢者） 8,930 9,160 9,328 9,361 8,830 8,227

34.5% 34.9% 35.2% 37.0% 39.8% 43.8%

20.2% 21.1% 21.8% 23.4% 24.3% 25.3%

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

生産年齢人口（15歳～64歳）

令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

・・・令和22年
（2040年）

・・・令和17年
（2035年）

・・・令和12年
（2030年）

区分

第9期

総人口

年少人口（0歳～14歳）
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② 高齢者人口の推計 

65歳～74歳は減少傾向、75歳～84歳は令和８年以降減少、85歳以上は増加傾向で推移す

る見込みです。団塊ジュニア世代が65歳となる令和22年（2040年）には、65歳～74歳は増

加に転じており、75歳～84歳は引き続き減少、85歳以上はやや減少する見込みです。 

高齢者人口に占める割合の内訳をみると、今後も75歳以上の割合が増え続けますが、令

和12年から令和17年の間に85歳以上の割合が大きく増え、高齢者人口の構造が変化する見

込みです。 

 

 

 

※資料：住民基本台帳人口に基づきコーホート変化率法で推計  
単位：人

第11期 第12期 第14期

15,261 15,191 15,051 14,802 14,434 14,233

65歳～74歳 6,331 6,031 5,723 5,441 5,604 6,006

75歳～84歳 5,986 6,145 6,200 6,065 4,982 4,526

85歳以上 2,944 3,015 3,128 3,296 3,848 3,701

高齢者人口（65歳以上）

区分 令和6年
（2024年）

令和7年
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令和8年
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（2040年）
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第9期

6,331 6,031 5,723 5,441 5,604 6,006

5,986 6,145 6,200 6,065 4,982 4,526
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③ 人口構成の推移 

令和４年では団塊の世代である70歳～74歳が最も多くなっていますが、令和12年には団

塊ジュニア世代である55歳～59歳が最も多くなる見込みです。 

令和４年では現役世代（15歳～64歳）1.65人で１人の高齢者を支える構造ですが、年少

人口の減少が進み、令和22年（2040年）には1.11人まで減少する見込みです。  
 

※資料：住民基本台帳 令和４年は９月末日現在、以降はコーホート変化率法で推計   高齢者１人あたり現役世代数
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(3) 世帯数の推移 

一般世帯数、高齢者を含む世帯数ともに増加傾向にありますが、一般世帯に占める高齢

独居世帯の割合をみると、平成30年以降全国、県を上回っており、令和２年では13.6％と

なっています。 

 

 

 

※資料：総務省「国勢調査」 ただし、国勢調査は５年ごとの指標値のみが公表されているため、平成 27 年度、令和２年度

以外の年度については各指標値を直線で結んだ際に算出される値となっている。 

※一般世帯数は、世帯総数から学校の寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所などの入院者、社会施設の入所者、矯正施設の

入所者等から成る施設等の世帯を除いた世帯数。 

※高齢者を含む世帯数は、一般世帯のうち、65歳以上の世帯員が１人以上いる世帯数。 

※高齢独居世帯数は、高齢者を含む世帯のうち、世帯員が 65歳以上の高齢者１名のみの世帯数。 

※高齢夫婦世帯数は、世帯員が夫婦のみの世帯のうち、夫および妻の年齢が 65歳以上の世帯数。  

単位：世帯

18,686 18,724 18,762 18,800 18,838 18,876

9,224 9,285 9,346 9,406 9,467 9,528

高齢者のみ世帯 4,795 4,904 5,014 5,122 5,232 5,341

高齢独居世帯 2,219 2,289 2,359 2,428 2,498 2,568

高齢夫婦世帯 2,576 2,615 2,655 2,694 2,734 2,773

11.9% 12.2% 12.6% 12.9% 13.3% 13.6%一般世帯に占める高齢独居世帯の割合

一般世帯数
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２．要支援・要介護認定者数  
(1) 要支援・要介護認定者数の推移 

① 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数は増加傾向にあり、令和５年では3,262人となっています。 

認定率は上昇傾向で推移し、令和５年では21.1％となっています。 

 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末日現在（※令和５年

は２月末日現在） 

※本指標の「認定率」は、第１号被保険者の認定者数を第１号被保険者数で除した数。   
単位：人

15,135 15,226 15,312 15,374 15,298 15,245

2,966 3,133 3,147 3,242 3,293 3,262

第1号被保険者 2,924 3,085 3,101 3,198 3,248 3,216

第2号被保険者 42 48 46 44 45 46

19.3% 20.3% 20.3% 20.8% 21.2% 21.1%

令和5年
（2023年）
※2月末

第８期

要支援・要介護認定者数

区分

第７期

第1号被保険者数

認定率

平成30年
（2018年）

令和元年
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令和2年
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令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

15,135 15,226 15,312 15,374 15,298 15,245

2,966 3,133 3,147 3,242 3,293 3,262
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20.3% 20.3% 20.8% 21.2% 21.1%
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② 要支援・要介護認定者の内訳の推移 

要介護１以下は増加傾向、要介護２～４は概ね横ばいから増加、要介護５は減少傾向に

あります。認定者数に占める要介護度の割合の内訳をみると、平成30年では要介護１以下

と要介護２以上は概ね半数ずつでしたが、令和５年では要介護１以下が約６割を占めてい

ます。 

 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末日現在（※令和５年

は２月末日現在）  
単位：人

2,966 3,133 3,147 3,242 3,293 3,262

要支援1 531 579 591 653 668 651

要支援2 478 538 511 523 537 527

要介護1 579 651 650 671 719 717

要介護2 436 421 457 425 393 412

要介護3 335 353 366 349 348 344

要介護4 278 282 290 340 352 342

要介護5 329 309 282 281 276 269

要支援・要介護認定者数

区分
令和5年
（2023年）
※2月末

令和4年
（2022年）

第７期 第８期

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

531 579 591 653 668 651

478 538 511 523 537 527

579
651 650 671 719 717

436
421 457 425 393 412335
353 366 349 348 344278
282 290 340 352 342329
309 282 281 276 269

2,966
3,133 3,147 3,242 3,293 3,262

0
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平成30年
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（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

※2月末

第７期 第８期

(人)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 系列3

17.9% 18.5% 18.8% 20.1% 20.3% 20.0%

16.1% 17.2% 16.2% 16.1% 16.3% 16.2%

19.5% 20.8% 20.7% 20.7% 21.8% 22.0%

14.7% 13.4% 14.5% 13.1% 11.9% 12.6%

11.3% 11.3% 11.6% 10.8% 10.6% 10.5%

9.4% 9.0% 9.2% 10.5% 10.7% 10.5%

11.1% 9.9% 9.0% 8.7% 8.4% 8.2%
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100.0%
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令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

※2月末

第７期 第８期

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
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③ 認定者の計画対比 

認定者数（第１号被保険者）は概ね計画値通りに推移しています。  
※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末日現在  
④ 年齢区分別の要介護度内訳および認定率の比較 

いずれの年齢区分も県と同程度となっています。全国と比べると、いずれの年齢区分で

も要介護１以下の占める割合が多く、また85歳以上の認定率が高くなっています。   
※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」令和５年２月末日現在   

995 1,102 1,090 1,163 1,192

1,929
1,983 2,011 2,035 2,056

100% 104%
101% 101% 100%

0
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（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

（人）

要支援認定者 要介護認定者 計画値

集計中

4.4%

19.4%

63.3%
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歳
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上
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全国
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⑤ 新規認定者の年齢の推移 

令和２年までは80歳～84歳が最も多くなっていましたが、令和３年では85歳～89歳がや

や上回り最も多くなっています。 

新規認定者の平均年齢は、平成28年以降上昇傾向にあり、全国、県と比べて高く推移し

ていましたが、令和３年では81.4歳とやや下降しています。 

 

 

 

【新規認定者の平均年齢の比較】 

 

※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和３年 11月 10日データにて集計）（地域包括ケア「見える化」シス

テムより）  
第8期

6.5% 6.7% 6.6% 5.3% 5.6% 4.8% 5.6%

12.6% 11.3% 12.6% 11.6% 8.7% 10.6% 13.1%

21.0% 21.2% 19.4% 19.0% 22.5% 21.1% 18.2%

26.0% 30.8% 27.8% 31.3% 29.2% 27.4% 25.8%

23.8% 21.4% 21.2% 22.6% 24.2% 24.1% 26.8%

10.0% 8.6% 12.4% 10.2% 9.8% 12.0% 10.5%

区分

第6期 第7期

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

80歳～84歳

85歳～89歳

90歳以上

65歳～69歳

70歳～74歳

75歳～79歳

6.5% 6.7% 6.6% 5.3% 5.6% 4.8% 5.6%

12.6% 11.3% 12.6% 11.6% 8.7% 10.6% 13.1%

21.0% 21.2% 19.4% 19.0% 22.5% 21.1% 18.2%

26.0% 30.8% 27.8% 31.3% 29.2% 27.4% 25.8%

23.8% 21.4%
21.2% 22.6% 24.2% 24.1% 26.8%

10.0% 8.6% 12.4% 10.2% 9.8% 12.0% 10.5%

0.0%
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60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

第6期 第7期 第8期

65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳 85歳～89歳 90歳以上

81.0
80.8

81.1
81.2

81.5
81.7

81.4

80.1
80.2 80.2

80.3

80.9
81.0 81.0

80.6
80.7

80.8
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81.4 81.4

81.5

79.0

79.5
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80.5

81.0

81.5

82.0

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

第6期 第7期 第8期

(歳)

赤穂市 兵庫県 全国
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⑥ 認知症高齢者数の推移 

認知症高齢者数（自立度Ⅱ以上）は増加傾向にあり、令和３年では2,156人となっていま

す。一方で、認知症高齢者割合は概ね横ばいから減少傾向で推移し、令和３年では56.4％

となっています。 

認定者に占める認知症自立度の割合の内訳は、令和元年に自立度Ⅱbがやや増加し以降横

ばい、令和２年に自立がやや増加し以降横ばいとなっています。 

 

 

 

単位：人

第6期 第8期

3,323 3,446 3,597 3,702 3,823

自立 550 600 626 777 867

Ⅰ 846 851 932 793 800

Ⅱａ 372 386 332 358 338

Ⅱｂ 573 685 860 917 922

Ⅲa 570 543 517 524 548

Ⅲb 177 149 129 144 138

Ⅳ 229 227 197 187 208

Ｍ 6 5 4 2 2

1,927 1,995 2,039 2,132 2,156

58.0% 57.9% 56.7% 57.6% 56.4%

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

第7期

要支援・要介護認定者数

区分

認知症自立度Ⅱa以上認定者数

認定者数に占める認知症高齢者割合

平成29年
（2017年）

372 386 332 358 338

573 685 860 917 922

570
543

517 524 548177
149 129 144 138229 227 197 187 2086

5 4 2
2

1,927 1,995 2,039 2,132 2,156

58.0% 57.9% 56.7% 57.6% 56.4%
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(人)

Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 認定者数に占める認知症高齢者割合

16.6% 17.4% 17.4% 21.0% 22.7%

25.5% 24.7% 25.9% 21.4% 20.9%

11.2% 11.2% 9.2% 9.7% 8.8%

17.2% 19.9% 23.9% 24.8% 24.1%

17.2% 15.8% 14.4% 14.2% 14.3%
5.3% 4.3% 3.6% 3.9% 3.6%

6.9% 6.6% 5.5% 5.1% 5.4%

0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
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※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」 各年 10月末日現在 

※本指標の「認知症自立度」は、認定調査と主治医意見書に基づき、介護認定審査会において最終的に決定された認知症高齢

者の日常生活自立度を指す。 

※日常生活自立度の各区分の判断基準やみられる症状・行動の例は下表のとおり。（認定調査員テキスト

2009 改訂版より） 

 

ランク 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内

及び社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意

思疎通の困難さが多少みられても、誰かが注意

していれば自立できる。 

 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 たびたび道に迷う、買物や事務、金銭管理

などそれまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態がみられる。  

Ⅲ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意

思疎通の困難さがみられ、介護を必要とする。 

 

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態がみられる。 着替え、食事、排尿が上手にできない、時間

がかかる。やたらに物を口に入れる、物を

拾い集める、徘徊、失禁、大声・奇声をあげ

る、火の不始末、不潔行為、性的異常行為等 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態がみられる。 ランクⅢa に同じ 

Ⅳ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意

思疎通の困難さが頻繁にみられ、介護を必要と

する。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身

体疾患がみられ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症

状や精神症状に起因する問題行動が継続す

る状態等 
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(2) 要支援・要介護認定者数の推計 

① 要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数は今後も増加傾向で推移し、令和８年では3,414人となりますが、

令和22年（2040年）には減少に転じる見込みです。 

認定率は、今後も上昇を続け、令和８年では22.4％、令和17年（2030年）では25.4％と

なりますが、令和22年（2040年）では24.9％とやや下降する見込みです。 

 

 

 

 

 

※資料：地域包括ケア「見える化」システムで推計    
単位：人

第11期 第12期 第14期

15,261 15,191 15,051 14,802 14,434 14,233

3,347 3,381 3,414 3,600 3,698 3,575

第1号被保険者 3,302 3,336 3,369 3,557 3,663 3,547

第2号被保険者 45 45 45 43 35 28

21.6% 22.0% 22.4% 24.0% 25.4% 24.9%

・・・

認定率

令和12年
（2030年）

区分

第9期

第１号被保険者数

要支援・要介護認定者数

令和6年
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令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

・・・ ・・・令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

15,261 15,191 15,051 14,802 14,434 14,233

3,347 3,381 3,414 3,600 3,698 3,575

21.6% 22.0% 22.4%
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25.4% 24.9%
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② 要支援・要介護認定者の内訳の推計 

いずれの要介護度でも微増傾向で推移する見込みです。 

認定者数に占める割合の内訳をみると、令和12年（2030年）までは大きな変化はなく、

その後要介護２以上がやや多くなる見込みです。 

 

 

 

※資料：地域包括ケア「見える化」システムで推計  
単位：人

第11期 第12期 第14期

3,347 3,381 3,414 3,600 3,698 3,575

要支援1 677 684 688 725 732 673

要支援2 545 549 551 581 587 554

要介護1 730 738 744 787 814 795

要介護2 399 405 411 434 445 444

要介護3 356 361 367 386 398 402

要介護4 360 363 369 388 408 402

要介護5 280 281 284 299 314 305

区分 令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

令和12年
（2030年）

第9期

要支援・要介護認定者数

・・・ ・・・ ・・・令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

677 684 688 725 732 673

545 549 551 581 587 554

730 738 744 787 814 795

399 405 411 434 445 444
356 361 367

386 398 402
360 363 369

388 408 402
280 281 284

299 314 305
3,347 3,381 3,414

3,600 3,698 3,575
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要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 系列3
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16.3% 16.2% 16.1% 16.1% 15.9% 15.5%

21.8% 21.8% 21.8% 21.9% 22.0% 22.2%

11.9% 12.0% 12.0% 12.1% 12.0% 12.4%

10.6% 10.7% 10.7% 10.7% 10.8% 11.2%
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３．給付の状況  
(1) 第１号被保険者１人あたり給付月額 

令和２年の第１号被保険者１人あたり調整給付月額の状況は、施設および居住系サービ

スの給付月額は8,951円、在宅サービスは9,796円となっており、いずれも全国、県と比べ

て低くなっています。兵庫県内の41保険者中においては、施設および居住系サービスは11

番目、在宅サービスは12番目に低くなっています。 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」、「介護保険事業状況報告（年報）」令和２年 

※調整給付月額は、第１号被保険者の性・年齢構成を調整し、単位数に一律 10円を乗じ、さらに実効給付率を乗じた数。 

※本指標の「在宅サービス調整給付月額」は、在宅サービス給付費の総額を第１号被保険者数で除した数。 

※本指標の「施設および居住系サービス調整給付月額」は、第１号被保険者に対する施設および居住系サービス給付費の総額

を第１号被保険者数で除した数。 

※在宅サービスは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハ

ビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（介護療養型医療施設

等）、福祉用具貸与、介護予防支援・居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対

応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護を指す。 

※施設および居住系サービスは、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、

介護医療院、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護を指す。    赤穂市7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000

在
宅
サ
ー
ビ
ス
調
整
給
付
月
額

施設および居住系サービス調整給付月額

近隣市町 赤穂市 兵庫県 全国

(円)

(円)
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(2) サービス利用状況 

① 介護予防サービス 

介護予防サービスは、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、

介護予防福祉用具貸与等で計画値を上回っています。一方で、介護予防認知症対応型通所

介護等で計画値を下回っています。 

 

 

※資料：赤穂市 ※１月あたりの数    
計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（１）介護予防サービス

（回） 0 - - 0 - -

（人） 0 0 - 0 0 -

（回） 292 - - 350 - -

（人） 32 32 100.0% 39 25 64.1%

（回） 43 - - 95 - -

（人） 4 16 400.0% 9 21 233.3%

介護予防居宅療養管理指導 （人） 23 35 152.2% 25 32 128.0%

介護予防通所リハビリテーション （人） 55 52 94.5% 57 50 87.7%

（日） 27 - - 53 - -

（人） 5 6 120.0% 11 3 27.3%

（日） 0 - - 0 - -

（人） 0 0 - 0 0 -

介護予防福祉用具貸与 （人） 259 321 123.9% 265 336 126.8%

特定介護予防福祉用具購入費 （人） 8 7 87.5% 8 7 87.5%

介護予防住宅改修 （人） 8 9 112.5% 8 8 100.0%

介護予防特定施設

入居者生活介護
（人） 11 12 109.1% 11 13 118.2%

（回） 11 - - 11 - -

（人） 2 0 0.0% 2 0 0.0%

介護予防

小規模多機能型居宅介護
（人） 1 1 100.0% 1 1 100.0%

介護予防

認知症対応型共同生活介護
（人） 0 0 - 0 0 -

介護予防支援 （人） 329 374 113.7% 342 386 112.9%

令和３年度 令和４年度

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援

介護予防

認知症対応型通所介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

（老健+病院等+介護医療院）
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② 介護サービス 

介護サービスは、訪問リハビリテーション等で計画値を上回っています。一方で、小規

模多機能型居宅介護等で計画値を下回っています。 

 

 

※資料：赤穂市 ※１月あたりの数   
計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（回） 7,990 - - 8,436 - -

（人） 335 332 99.1% 353 340 96.3%

（回） 83 - - 87 - -

（人） 24 23 95.8% 25 24 96.0%

（回） 1,974 - - 2,231 - -

（人） 196 187 95.4% 211 194 91.9%

（回） 396 - - 440 - -

（人） 26 58 223.1% 29 65 224.1%

居宅療養管理指導 （人） 152 182 119.7% 157 214 136.3%

（回） 7,477 - - 7,707 - -

（人） 692 730 105.5% 713 738 103.5%

（回） 1,326 - - 1,510 - -

（人） 178 153 86.0% 190 163 85.8%

（日） 1,606 - - 1,741 - -

（人） 143 140 97.9% 156 135 86.5%

（日） 176 - - 226 - -

（人） 31 24 77.4% 40 25 62.5%

福祉用具貸与 （人） 733 767 104.6% 755 813 107.7%

特定福祉用具購入費 （人） 16 12 75.0% 16 12 75.0%

住宅改修費 （人） 9 9 100.0% 9 8 88.9%

特定施設入居者生活介護 （人） 32 38 118.8% 34 39 114.7%

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
（人） 1 1 100.0% 1 1 100.0%

夜間対応型訪問介護 （人） 0 0 - 0 0 -

（回） 1,271 - - 1,390 - -

（人） 129 123 95.3% 141 130 92.2%

（回） 200 - - 224 - -

（人） 18 21 116.7% 20 19 95.0%

小規模多機能型居宅介護 （人） 28 22 78.6% 28 22 78.6%

認知症対応型共同生活介護 （人） 36 36 100.0% 36 36 100.0%

地域密着型特定施設

入居者生活介護
（人） 0 0 - 0 0 -

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護
（人） 19 20 105.3% 19 20 105.3%

看護小規模多機能型居宅介護 （人） 0 0 - 0 0 -

介護老人福祉施設 （人） 327 331 101.2% 327 325 99.4%

介護老人保健施設 （人） 158 158 99.9% 158 156 98.7%

介護医療院 （人） 0 0 - 0 1 -

介護療養型医療施設 （人） 0 0 - 0 0 -

居宅介護支援 （人） 1,160 1,124 96.9% 1,194 1,209 101.3%

（４）居宅介護支援

令和３年度 令和４年度

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

地域密着型通所介護

（３）施設サービス

認知症対応型通所介護

短期入所療養介護

（老健+病院等+介護医療院）

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護



19 

(3) 給付費の状況 

① 介護予防サービスの給付費 

介護予防サービスは、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防福祉用具貸与、介護

予防住宅改修、介護予防小規模多機能型居宅介護等で計画値を上回っています。一方で、

介護予防訪問看護、介護予防認知症対応型通所介護等で計画値を下回っています。 

 

 

※資料：赤穂市 ※年間累計の金額   
単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

介護予防訪問入浴介護 - - - - - -

介護予防訪問看護 12,028 9,284 77.2% 14,604 7,657 52.4%

介護予防訪問リハビリテーション 1,485 6,495 437.4% 3,269 7,527 230.3%

介護予防居宅療養管理指導 3,389 3,157 93.2% 3,688 3,113 84.4%

介護予防通所リハビリテーション 18,525 18,690 100.9% 19,239 17,375 90.3%

介護予防短期入所生活介護 2,002 2,231 111.4% 3,851 840 21.8%

介護予防短期入所療養介護

（老健+病院等+介護医療院）
- 373 - - 100 -

介護予防福祉用具貸与 16,703 20,731 124.1% 17,081 22,306 130.6%

特定介護予防

福祉用具購入費
3,196 2,803 87.7% 3,196 3,152 98.6%

介護予防住宅改修 11,134 13,895 124.8% 11,134 13,583 122.0%

介護予防特定施設

入居者生活介護
9,547 9,724 101.9% 9,552 11,094 116.1%

介護予防

認知症対応型通所介護
1,177 - 0.0% 1,177 - 0.0%

介護予防

小規模多機能型居宅介護
461 419 90.9% 461 745 161.6%

介護予防

認知症対応型共同生活介護
- - - - - -

介護予防支援 17,653 20,187 114.4% 18,360 20,870 113.7%

97,300 107,990 111.0% 105,612 108,361 102.6%

令和３年度 令和４年度

合計

（１）介護予防サービス

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援
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② 介護サービスの給付費 

介護サービスの給付費は、訪問リハビリテーション、居宅管理指導、特定施設入居者生

活介護等で計画値を上回っています。一方で、訪問看護、短期入所療養介護、地域密着型

通所介護、小規模多機能型居宅介護等で計画値を下回っています。 

 

※資料：赤穂市 ※年間累計の金額   
単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

訪問介護 259,332 266,147 102.6% 273,929 275,343 100.5%

訪問入浴介護 11,971 13,490 112.7% 12,530 15,513 123.8%

訪問看護 108,306 88,990 82.2% 122,456 89,665 73.2%

訪問リハビリテーション 12,989 26,257 202.1% 14,437 29,210 202.3%

居宅療養管理指導 15,517 16,703 107.6% 16,031 20,385 127.2%

通所介護 688,476 649,852 94.4% 710,913 618,888 87.1%

通所リハビリテーション 140,224 124,663 88.9% 159,928 120,809 75.5%

短期入所生活介護 162,039 158,972 98.1% 175,740 151,362 86.1%

短期入所療養介護

（老健+病院等+介護医療院）
23,026 18,675 81.1% 29,361 17,901 61.0%

福祉用具貸与 118,860 117,476 98.8% 122,900 123,794 100.7%

特定福祉用具購入費 7,100 5,482 77.2% 7,100 6,859 96.6%

住宅改修費 13,831 12,905 93.3% 13,831 11,820 85.5%

特定施設入居者生活介護 69,560 80,115 115.2% 73,690 86,160 116.9%

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
4,183 4,018 96.1% 4,185 4,205 100.5%

夜間対応型訪問介護 - - - - - -

地域密着型通所介護 131,803 111,289 84.4% 144,443 118,150 81.8%

認知症対応型通所介護 25,933 27,813 107.2% 29,170 24,500 84.0%

小規模多機能型居宅介護 64,347 54,310 84.4% 64,383 51,812 80.5%

認知症対応型共同生活介護 114,209 112,864 98.8% 114,272 115,401 101.0%

地域密着型特定施設

入居者生活介護
- - - - - -

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護
60,324 61,926 102.7% 60,357 62,197 103.0%

看護小規模多機能型居宅介護 - - - - - -

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 1,044,357 1,041,537 99.7% 1,044,936 1,027,464 98.3%

介護老人保健施設 505,566 507,386 100.4% 505,847 497,532 98.4%

介護医療院 - 2,885 - - 1,427 -

介護療養型医療施設 - - - - - -

（４）居宅介護支援

居宅介護支援 198,470 208,563 105.1% 204,577 218,154 106.6%

3,780,423 3,712,320 98.2% 3,905,016 3,688,549 94.5%

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

合計

令和３年度 令和４年度
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③ 介護予防・日常生活支援総合事業費 

介護予防・日常生活支援総合事業費は、概ね計画値通りとなっています。 

 

※資料：赤穂市 ※年間累計の金額   
④ 総給付費 

居住系サービスで計画値をやや上回り、在宅サービスでやや下回っています。 

 

※資料：赤穂市 ※年間累計の金額   
  

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

215,739 220,061 102.0% 220,468 217,638 98.7%

令和３年度 令和４年度

介護予防・日常生活支援総合事業

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

2,074,160 2,003,870 96.6% 2,201,974 1,995,638 90.6%

193,316 202,703 104.9% 197,514 212,655 107.7%

1,610,247 1,613,734 100.2% 1,611,140 1,588,620 98.6%

3,877,723 3,820,307 98.5% 4,010,628 3,796,913 94.7%

令和３年度 令和４年度

合計

在宅サービス

居住系サービス

施設サービス
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４．調査結果 

 

高齢者等の現状を把握するために実施した各調査の結果について、各調査の主要な目的と一

致する項目及び第９期計画において重点となる項目を抜粋して掲載しています。 

 

【分析結果を見る際の留意点】 

・「n」は「number」の略で、比率算出の母数を指します。 

・単数回答の場合、本文及び図表の数字に関しては、すべて小数点第２位以下を四捨五入し、小数点

第１位までを表記しています。このため、百分率の合計が100.0％とならない場合があります。 

・複数回答の場合、MA（いくつでも選択可）、3LA（３つまで選択可）と記載しています。 

・第８期計画の策定にあたり令和元年度に実施した同調査を「前回」としています。 

・グラフから無回答を除いている場合があります。 

 

(1) 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査  
【調査概要】 

対象者 
赤穂市内にお住まいの高齢者 2,500 人（65歳以上の方で介護認定を受けておられない方と要

支援１、２の方の中から無作為に抽出した方） 

実施期間 令和５年１月 16日（月）～令和５年２月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数：2,500件、有効回収数：1,824件、有効回答率：72.9％  
① 家族構成 

「１人暮らし」「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」を合わせると約６割が高齢者のみ

の世帯となっています。特に、女性では男性に比べて「１人暮らし」が多くなっています。 

【家族構成】  １
人
暮
ら
し

夫
婦
２
人
暮

ら
し
（

配
偶

者
6

5

歳
以

上
）

夫
婦
２
人
暮

ら
し
（

配
偶

者
6

4

歳
以

下
）

息
子
・
娘
と

の
２
世
帯

そ
の
他

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

性
・
年
齢

25.2 

11.3 

10.7 

42.9 

44.6 

33.8 

39.4 

56.9 

18.0 

12.3 

4.4 

12.7 

2.2 

1.1 

0.4 

17.5 

14.1 

16.8 

18.4 

21.0 

16.0 

19.7 

10.2 

18.0 

17.5 

3.1 

2.8 

3.1 

1.5 

4.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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② 介護・介助の必要性 

「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」「現在、何らかの介護を受けて

いる」を合わせた“介護・介助が必要”は13.8％となっています。前期・後期高齢者とも

に女性では男性に比べて“介護・介助が必要”が多くなっています。また、夫婦のみ世帯

（配偶者65歳以上）では12.5％、一人暮らしでは13.9％が“介護・介助が必要”と回答し

ています。 

【介護・介助の必要性】  
③ 介護・介助が必要になった主な原因 

「高齢による衰弱」が21.8％、「骨折・転倒」が20.6％と多くなっています。 

【介護・介助が必要になった主な原因（MA）】   
介
護
・
介
助

は
必
要
な
い

何
ら
か
の
介

護
・
介
助
は

必
要
だ
が
、

現
在
は
受
け

て
い
な
い

現
在
、

何
ら

か
の
介
護
を

受
け
て
い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

１人暮らし 
（n=460）

夫婦２人暮らし
（配偶者65歳以上）

（n=616）

性
・
年
齢

家
族
構
成

77.7 

87.7 

77.6 

83.1 

65.6 

79.8

79.4

5.6 

2.0 

6.5 

2.3 

10.0 

7.4

4.9

8.2 

2.4 

8.5 

5.6 

14.6 

6.5

7.6

8.4 

7.8 

7.4 

9.0 

9.8 

6.3

8.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

21.8

20.6

11.9

11.9

10.7

8.3

8.3

7.1

5.6

5.2

4.4

4.0

2.8

16.7

0.8

14.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

高齢による衰弱

骨折・転倒

心臓病

糖尿病

関節の病気（リウマチ等）

がん（悪性新生物）

視覚・聴覚障害

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

認知症（アルツハイマー病等）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

脊椎損傷

パーキンソン病

腎疾患（透析）

その他

不明

無回答

(n=252)
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④ 生活機能低下リスク該当状況 

女性では男性に比べて前期高齢者と後期高齢者の差が大きく、女性の後期高齢者では、

運動器の機能低下リスクは32.5％、転倒リスクは44.2％が該当しています。また、介護・

介助の必要性別にみると、転倒リスクは介護・介助が必要ない人でも30.1％が該当してい

ます。介護・介助が必要になった要因の上位２つに関わる運動器機能の維持、転倒予防の

ための取組が重要です。 

【生活機能低下リスクの該当者】     
単位：％

前期高齢者 後期高齢者

運動器機能 5.4 16.8

転倒 28.0 35.1

閉じこもり 10.5 20.5

栄養改善 5.2 7.4

低栄養 0.8 2.6

口腔機能 22.3 24.0

認知機能 43.7 49.0

うつ 40.4 39.9

単位：％

前期高齢者 後期高齢者

運動器機能 11.3 32.5

転倒 27.1 44.2

閉じこもり 16.9 32.5

栄養改善 12.0 12.1

低栄養 1.5 2.1

口腔機能 19.2 32.5

認知機能 36.1 50.6

うつ 43.2 41.0

運動器機能

転倒

閉じこもり

栄養改善

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

市全体（n=1,824） 系列4

前期高齢者（n=497） 後期高齢者（n=541）
男性

運動器機能

転倒

閉じこもり

栄養改善

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

市全体（n=1,824） 系列4

前期高齢者（n=266） 後期高齢者（n=520）

女性

単位：％

必要なし 必要あり

運動器機能 9.9 57.9

転倒 30.1 58.7

閉じこもり 17.0 41.7

栄養改善 8.3 11.9

低栄養 1.2 6.0

口腔機能 21.5 45.2

認知機能 43.1 59.9

うつ 37.0 60.7

運動器機能

転倒

閉じこもり

栄養改善

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

市全体（n=1,824）

介護・介助の必要なし（n=1,418）

介護・介助の必要あり（n=252）
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⑤ 外出の際の移動手段 

外出する際の移動手段について、「自動車（自分で運転）」が60.0％で最も多く、次いで

「徒歩」が43.6％、「自転車」が35.5％となっています。女性では男性に比べて前期高齢者

と後期高齢者で「自動車（自分で運転）」の差が大きく、後期高齢者では「自動車（人に乗

せてもらう）」が42.7％で最も多いほか、「路線バス」「病院や施設のバス」「タクシー」等

が男性に比べて多く、移動支援のニーズが高いと考えられます。 

【外出の際の移動手段（MA）】    
60.0

43.6

35.5

23.1

11.2

8.7

7.2

4.6

2.1

2.0

0.4

0.3

2.0

2.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

自動車（自分で運転）

徒歩

自転車

自動車（人に乗せてもらう）

電車

路線バス

タクシー

バイク

病院や施設のバス

歩行器・シルバーカー

車いす

電動車いす（カート）

その他

無回答

(n=1,824)

87.5

49.5

9.9

35.4

12.9

3.8

1.2

6.2

0.2

0.0

0.0

0.0

0.6

1.8

69.5

43.4

15.9

37.5

7.0

5.7

5.5

4.1

1.7

0.6

0.2

0.6

1.8

2.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自動車（自分で運転）

徒歩

自動車（人に乗せてもらう）

自転車

電車

路線バス

タクシー

バイク

病院や施設のバス

歩行器・シルバーカー

車いす

電動車いす（カート）

その他

無回答

前期高齢者 後期高齢者男性

65.8

39.1

24.1

32.3

14.7

6.4

6.4

4.1

0.8

1.1

0.4

0.0

0.8

1.9

20.8

40.4

42.7

35.2

12.3

17.5

15.2

3.8

5.0

5.8

1.0

0.4

4.2

4.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自動車（自分で運転）

徒歩

自動車（人に乗せてもらう）

自転車

電車

路線バス

タクシー

バイク

病院や施設のバス

歩行器・シルバーカー

車いす

電動車いす（カート）

その他

無回答

前期高齢者 後期高齢者女性
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⑥ 趣味、生きがいの有無 

趣味がある人は69.7％、生きがいがある人は55.3％となっています。 

【趣味の有無】  
【生きがいの有無】   

⑦ 介護予防のための通いの場への参加状況 

介護予防のための通いの場に参加している人は13.1％となっています。通いの場は、地

域の住民同士が気軽に集い、ふれあいを通して生きがいづくりや仲間づくりの輪を広げる

ことで介護予防につながるものです。他の地域活動への参加状況を見ると、趣味関係のグ

ループには27.6％が参加していることから、共通の趣味活動を行う通いの場の展開が期待

できます。 

         【地域活動への参加状況】      【介護予防のための通いの場への参加状況】   
趣
味
あ
り

思
い
つ
か

な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体
（n=1,824） 69.7 25.9 4.4 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

生
き
が
い

あ
り

思
い
つ
か

な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

今回
（n=1,824）

全
体

前回
（n=1,843）

55.3 

59.7 

36.7 

33.6 

8.1 

6.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

16.2

22.0

27.6

12.0

13.1

9.1

41.3

24.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

(n=1,824)

0.9

1.9

5.0

3.6

1.7

66.0

20.8

0.9 

1.6 

7.4 

5.5 

1.8 

64.7 

18.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

今回（n=1,824） 前回（n=1,843）
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⑧ 地域づくりへの参加意向 

地域づくり活動について、参加者として「是非参加したい」「参加してもよい」を合わせ

ると50.4％と半数が参加意向ありと回答しており、特に前期高齢者で多くなっています。

一方、お世話役として参加意向がある人は32.8％となっており、特に男性では年齢によら

ず多くなっています。 

【地域づくりへの参加意向（参加者として）】  
【地域づくりへの参加意向（お世話役として）】    

是
非
参
加
し

た
い

参
加
し
て
も

よ
い

参
加
し
た
く

な
い

既
に
参
加
し

て
い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

性
・
年
齢

6.2 

4.2 

5.5 

6.0 

8.8 

44.2 

52.9 

42.7 

50.8 

34.0 

37.0 

36.0 

35.5 

35.0 

40.4 

7.9 

4.8 

9.6 

6.0 

10.0 

4.8 

2.0 

6.7 

2.3 

6.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

是
非
参
加
し

た
い

参
加
し
て
も

よ
い

参
加
し
た
く

な
い

既
に
参
加
し

て
い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

性
・
年
齢

2.4 

2.8 

2.0 

3.0 

2.1 

30.4 

35.0 

33.6 

28.9 

23.3 

56.4 

56.7 

51.9 

60.2 

58.7 

5.4 

3.4 

7.0 

3.4 

6.7 

5.4 

2.0 

5.4 

4.5 

9.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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⑨ 家族、友人・知人以外に何かあったときの相談相手 

「そのような人はいない」が39.0％で最も多くなっています。特に、前期高齢者では後

期高齢者に比べて「そのような人はいない」が多く、48.2％となっています。 

【何かあったときの相談相手（MA）】   
 

⑩ 地域包括支援センターの認知度 

地域包括支援センターは身近な相談窓口ですが、その認知度は43.8％となっています。

また、地域包括支援センターを「知っているが、相談事がないので利用していない」が75.5％

となっています。何かあったときに家族等以外に頼れる相談相手として、地域包括支援セ

ンターの認知度をさらに高めていくとともに、地域包括支援センターが対応している相談

内容についても周知していく必要があると考えられます。 

【地域包括支援センターの認知状況】 

 

【地域包括支援センターを知っている人の利用状況】 

 

39.0

27.0

13.6

12.9

11.1

7.2

5.7

7.7

35.7

28.3

12.9

13.9

11.2

6.9

7.7

9.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

そのような人はいない

医師・歯科医師・看護師

社会福祉協議会・民生委員

自治会・町内会・老人クラブ

地域包括支援センター・役場

ケアマネジャー

その他

無回答

今回（n=1,824） 前回（n=1,843）

48.2

25.4

8.4

12.6

11.1

5.0

6.4

3.9

32.3

28.2

17.3

13.1

11.1

8.9

5.2

10.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

そのような人はいない

医師・歯科医師・看護師

社会福祉協議会・民生委員

自治会・町内会・老人クラブ

地域包括支援センター・役場

ケアマネジャー

その他

無回答

前期高齢者（n=763） 後期高齢者（n=1,061)

知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824） 43.8 49.6 6.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

知
っ

て
お

り
、

相
談
し

た
こ
と
が
あ

る 知
っ

て
い
る

が
、

相
談
事

が
な
い
の
で

利
用
し
て
い

な
い

知
っ

て
い
る

が
、

相
談
す

る
時
間
が
な

い 無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=799） 20.8 75.5 1.9 1.9 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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⑪ 主観的健康感・幸福感 

主観的健康感について、「とてもよい」「まあよい」を合わせた“よい”は76.5％となっ

ています。男女ともに前期高齢者では後期高齢者に比べて“よい”が多く、特に女性の前

期高齢者では86.1％となっています。 

幸福感については、「とても幸せ」「幸せ」を合わせた“幸せ”は59.6％となっています。

後期高齢者をみると、女性では「とても幸せ」が15.6％と他の区分に比べて多いのに対し、

男性では「不幸」「とても不幸」を合わせた“不幸”が39.9％と他の区分に比べて多くなっ

ています。また、“幸せ”は、介護・介助が必要な人では42.8％となっています。 

【主観的健康感】  
【幸福感】  

と
て
も

よ
い

ま
あ
よ
い

あ
ま
り

よ
く
な
い

よ
く
な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

今回
（n=1,824）

全
体

前回
（n=1,843）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

性
・
年
齢

9.4 

10.0 

9.1 

9.8 

11.3 

8.5 

67.1 

67.5 

69.2 

61.6 

74.8 

66.9 

17.5 

16.0 

16.9 

20.5 

10.9 

18.5 

3.7 

2.8 

3.4 

4.8 

2.3 

3.5 

2.2 

3.7 

1.4 

3.3 

0.8 

2.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

と
て
も

幸
せ

幸
せ

ふ
つ
う

不
幸

と
て
も

不
幸

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,824）

男性　前期高齢者 
（n=497）

　　　後期高齢者 
（n=541）

女性　前期高齢者 
（n=266）

　　　後期高齢者 
（n=520）

必要／今回
（n=252）

必要／前回
（n=166）

性
・
年
齢

介
護
・
介
助
の

必
要
性

11.7 

10.1 

10.7 

9.0 

15.6 

8.3

7.8

47.9 

51.1 

44.5 

50.8 

46.7 

34.5

36.1

30.4 

30.4 

34.0 

31.2 

26.3 

35.3

38.0

5.3 

6.2 

5.9 

5.6 

3.7 

11.9

9.6

0.5 

0.4 

0.0 

0.8 

1.0 

1.2

2.4

4.2 

1.8 

4.8 

2.6 

6.7 

8.7

6.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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⑫ 介護を受ける場所の希望 

「自宅」が44.2％で最も多くなっています。介護が必要になっても在宅生活を継続でき

るよう、ケアマネジメントの質の向上や人材の確保、新たな技術の活用など在宅サービス

基盤の強化が求められます。一方で、「わからない」が２番目に多く、地域にどのような資

源（施設・サービスなど）があるかを周知するとともに、介護が必要になったときの暮ら

しについて考える機会を提供することも必要です。 

【介護を受ける場所の希望】  
⑬ 日常生活の中で以前と比べてしづらくなってきたこと 

「高いところの作業」「重い物の扱いや運搬」が５割以上と多くなっているほか、日常生

活における幅広い支援のニーズが見て取れます。地域で活動するボランティア等による支

援の検討が必要です。 

【日常生活の中で以前と比べてしづらくなってきたこと（MA）】  
44.2

16.2

10.5

8.0

6.9

6.0

1.6

0.9

5.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自宅

わからない

大規模で専門スタッフの多い施設

（特別養護老人ホームなど）

自宅近くの少人数で過ごす施設

（グループホームなど）

高齢者向けのケア付き住宅

病院などの医療施設

ご自身の子供・ご自身の兄弟・姉妹など親族の家

その他

無回答

(n=1,824)

55.2

50.2

32.7

31.8

29.4

25.0

23.6

19.7

19.4

14.5

12.7

10.0

9.8

7.6

7.2

5.3

5.1

10.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

高いところの作業（天袋、電球の交換等）

重い物の扱いや運搬（布団、灯油、米、粗大ゴミ）

屋外作業（草刈・庭木の手入れ等）

かがむ作業（風呂掃除、雑巾がけ等）

家の設備や家電等の故障などトラブル対応

電化製品や携帯電話等の操作

文字が読みづらい（回覧板・新聞等）

説明の内容を理解すること（説明書・店員の説明等）

事務手続き・申し込み手続き（役所・契約等）

日常の外出（買い物・通院等）

食事のしたく（調理、献立を考える事）

手先や腕を使う作業（蓋の開閉、ドアノブ等）

人づきあい（友人、隣人等とのつきあい）

ゴミの分別やゴミ出し

予定を立て実行する（スケジュール管理）

金銭管理（預金の出し入れ、支払い等）

その他

無回答

(n=1,824)
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(2) 在宅介護実態調査  
【調査概要】 

対象者 
赤穂市内にお住まいの高齢者 1,000 人（要支援・要介護認定を受けられている 65歳以上の方

と介護をしている方の中から無作為に抽出した方） 

実施期間 令和５年１月 16日（月）～令和５年２月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数：1,000件、有効回収数：689件、有効回答率：68.9％  
① 今後の暮らし・介護に対する希望 

介護を受けている本人、介護をしている家族ともに、介護保険サービスを利用しながら

自宅で暮らすことを望む人が最も多くなっています。一方で、介護を受けている本人では

「わからない」が37.6％となっています。自分の意志が伝えられなくなる場合に備えて、

希望の暮らし方を周囲と共有することについて周知していく必要があります。 

【今後の暮らし・介護に対する希望】    42.8

2.9

3.8

7.8

1.5

37.6

3.6

53.0

4.5

4.3

15.7

3.0

13.6

5.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自宅で、介護保険サービスを利用しながら

家族などの介護を受けて暮らしたい／介護したい

グループホーム（認知症の方向けの施設）などの

地域に密着したサービスを利用したい

高齢者向けに整備された住宅に

入居したい／利用したい

特別養護老人ホームなどの介護保険施設

に入所したい／サービスを利用したい

医療機関（入院）を利用したい

わからない

無回答

要介護者本人（n=689） 介護者家族（n=464）
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② 介護者家族から見た在宅介護が困難になる要因 

「主な介護者の身体状態の悪化」が52.2％で最も多く、次いで「家族の不安・心理的負

担が増える」が50.2％、「主な介護者の時間的制約」が39.0％となっています。自宅での暮

らしを希望する人が多い中、これらの要因への対策が重要です。 

【在宅介護が困難になる要因（MA）】  
③ 不安に感じる介護 

いずれの要介護度でも「外出の付き添い、送迎等」「入浴・洗身」「認知症状への対応」

「夜間の排泄」が多くなっています。また、要支援１・２では「その他の家事（掃除、洗

濯、買い物等）」、要介護１以上では「日中の排泄」が多くなっています。これらにかかる

介護者負担を軽減することで在宅生活の継続の一助となる可能性があります。 

【介護者が不安に感じる介護（3LA）】  
52.2

50.2

39.0

15.3

15.1

9.7

6.7

2.2

1.7

6.5

12.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

主な介護者の心身状態の悪化

家族の不安・心理的負担が増える

主な介護者の時間的制約

本人と主な介護者の関係悪化

住環境が介護に不向きなため

経済的理由で必要なサービスを導入できない

受け入れ先となるサービス事業所がない

近隣住民との関係悪化

家族の意向で必要なサービスを導入できない

その他

無回答

(n=464)

43.4

30.2

22.0

20.8

20.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

外出の付き添い、送迎等

入浴・洗身

その他の家事

（掃除、洗濯、買い物 等）

夜間の排泄

認知症状への対応

(n=159)要支援

１・２

38.3

35.2

28.1

28.1

22.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

認知症状への対応

入浴・洗身

外出の付き添い、送迎等

夜間の排泄

日中の排泄

(n=196)要介護

１・２

41.0

41.0

36.1

32.5

21.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

入浴・洗身

夜間の排泄

日中の排泄

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

(n=83)要介護

３～５
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④ 介護保険外のサービス 

いずれの支援・サービスも、在宅生活の継続に必要と感じる割合が現在利用している割

合を上回っています。特に「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」「外出同行（通院・買

い物など）」「見守り、声かけ」はその差が大きく、支援の拡充が必要と考えられます。 

【介護保険外の支援・サービス（MA）】  
⑤ 主な介護者の勤務形態 

フルタイム、パートタイム勤務では要支援１・２が約４～５割であるのに対し、働いて

いない人では約３割となっていることから、要介護者が要介護１以上の状態となると仕事

と介護の両立に問題が生じる可能性が高く、特に要介護４以上になるとパートタイムであ

っても就労継続が難しい状況がうかがえます。 
【主な介護者の勤務形態】 

   
27.9

25.8

19.4

17.6

16.5

16.1

13.4

10.3

10.3

2.6

29.6

11.5

11.6

12.5

5.7

9.6

8.0

8.4

9.1

5.2

7.0

3.9

50.1

10.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院・買い物など）

見守り、声かけ

配食

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

調理

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない／特に必要なし

無回答

在宅生活の継続に必要 現在利用している

(n=689)

要
支
援

１
・
２

要
介
護
１

要
介
護
２

要
介
護
３

要
介
護
４

要
介
護
５

凡
例

[ 凡例 ]

フルタイムで
働いている
（n=102）

パートタイムで
働いている

（n=93）

働いていない 
（n=235）

主
な
介
護
者
の

勤
務
形
態

47.1 

43.0 

27.7 

31.4 

28.0 

32.3 

13.7 

9.7 

15.7 

2.0 

11.8 

8.1 

2.0 

1.1 

8.5 

3.9 

6.5 

7.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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⑥ 今後の仕事と介護の両立 

今後の仕事と介護の両立について、「問題なく、続けていける」「問題はあるが、何とか

続けていける」を合わせた“続けていける”は71.8％、「続けていくのは、やや難しい」「続

けていくのは、かなり難しい」を合わせた“続けていくのは難しい”は13.8％となってい

ます。 

勤務先においては、介護のための労働時間の調整や休暇の取得ができる環境であること

が求められています。さらに、仕事と介護の両立に問題がある人にとって、経済的な支援

の重要性が高くなっています。 

【仕事と介護の両立継続の可否】 

 

【勤め先において必要な支援（3LA）】 

    
問
題
な
く
、
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け
て

い
け
る

問
題
は
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る
が
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の
は
、

や
や
難
し
い

続
け
て
い
く
の
は
、

か
な
り
難
し
い

主
な
介
護
者
に

確
認
し
な
い
と
、

わ
か
ら
な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=195）

21.5 50.3 9.2 4.6 4.6 9.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

34.1

29.3

24.4

24.4

19.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

特にない

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

(n=41)問題なく

継続可能

28.9

21.6

20.6

19.6

18.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

介護をしている従業員への経済的な支援

制度を利用しやすい職場づくり

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

特にない

(n=97)問題はあるが

継続可能

34.6

26.9

26.9

23.1

23.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

介護をしている従業員への経済的な支援

(n=26)継続困難
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(3) 在宅生活改善調査  
【調査概要】 

対象 
赤穂市内の全ての居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所（管理者と事業所に

所属するケアマネジャー） 

実施期間 令和５年１月 16日（月）～令和５年２月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数：13件、有効回収数：13件、有効回答率：100.0％  
① 在宅生活の維持が難しくなっている利用者 

市内において、現在在宅生活の維持が難しくなっている利用者は7.3％（124人）となっ

ています。属性の内訳をみると、持ち家で一人暮らしまたは夫婦二人暮らしをしている人

が多くなっています。 

【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者】 

 

【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている利用者の属性】 

 

自
宅
等
に
居
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活
上
の

問
題
は
な
い

自
宅
等
に
居
住

／
生
活
の
維
持

が
難
し
い

サ
高
住
・
住
宅

型
有
料
・
軽
費

老
人
ホ
ー

ム
に

居
住
／
生
活
の

維
持
が
難
し
い

サ
高
住
・
住
宅

型
有
料
・
軽
費

老
人
ホ
ー

ム
に

居
住
／
生
活
上

の
問
題
は
な
い

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体
（n=1,171） 79.7 6.8 

0.5 

13.1 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

要介護度居所世帯類型

割合
（％）

回答数
（人）

順位

要
介
護
３
以
上

要
介
護
２
以
下

サ
高
住
・
住
宅

型
有
料
・
軽
費

自
宅
等

（
借
家
）

自
宅
等

（
持
ち
家
）

そ
の
他
世
帯

単
身
の
子
ど
も

と
の
同
居

夫
婦
の
み
世
帯

独
居

★★★25.0311

★★★13.7172

★★★9.7123

★★★8.1104

★★★6.585

★★★6.586

★★★5.677

★★★4.868

★★★4.869

★★★3.2410

12.115上記以外

100.0124合計
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② 在宅生活の維持が難しくなっている理由 

要介護２以下では生活支援や認知症の症状（主に家事への支障、薬の飲み忘れ）への支

援、要介護３以上では身体介護（主に移乗・移動、入浴、夜間の排泄）への支援、また、要

介護度に関わらず介護者の不安・負担軽減策を図ることで、自宅等での生活の継続実現に

寄与できる可能性が高いと考えられます。 

【現在、在宅での生活の維持が難しくなっている理由（MA）】 

 

56.5

52.4

54.0

18.5

26.6

0.0

32.3

36.3

8.9

4.0

19.4

28.2

59.7

12.9

13.7

16.1

12.9

15.3

16.1

52.8

71.7

54.7

20.8

28.3

0.0

34.0

41.5

11.3

0.0

22.6

18.9

56.6

11.3

17.0

22.6

11.3

11.3

24.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

必要な生活支援の発生 増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的   医療処置の必要性の高まり

その他 本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

本人が一部の居宅サービスの

利用を望まないから

生活不安が大きいから

居住環境が不便だから

本人が介護者の負担の軽減を望むから

費用負担が重いから

その他 本人の意向等があるから

介護者の介護に係る不安 負担量の増大

介護者が一部の居宅サービスの

利用を望まないから

家族等の介護等技術では対応が困難

費用負担が重いから

家族等の就労継続が困難になり始めたから

本人と家族等の関係性に課題があるから

その他 家族等介護者の意向等があるから

要介護２以下（n=70） 要介護３以上（n=53）

本
人
の
状
態

本
人
の
意
向

家
族
等
介
護
者
の
意
向
・
負
担
等
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(4) 介護人材実態調査  
【調査概要】 

対象 
赤穂市内の施設・通所系サービスを提供する全ての事業所（管理者）および訪問サービスを

提供する全ての事業所（管理者と事業所に所属する訪問介護職員） 

実施期間 令和５年１月 16日（月）～令和５年２月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数：49件、有効回収数：42件、有効回答率：85.7％  
① 職員の年齢と雇用形態 

「40～59歳」が約半数、「39歳以下」が約４割となっています。雇用形態を見るといずれ

の年齢でも非正規雇用の職員が多くなっています。 

【職員の年齢】 

 

【職員の雇用形態】 
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39歳以下
（n=219）

　　　40～59歳
（n=299）

60歳以上
（n=90）
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の
年
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30.1 

38.2 

5.1 

69.9 

61.8 

94.9 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%



38 

② 職員の資格保有の状況 

訪問系では、取得率が他のサービス系統よりも高いものの、さらなるキャリアアップの

支援が必要と考えられます。通所系では、介護福祉士等の資格を有さない職員が多くなっ

ていますが、取得意向のある職員は６割以上いるため、取得を支援することで取得率向上

が見込まれます。施設・居住系では、介護福祉士等の資格を有さない職員の６割以上に取

得意向があるため、取得を支援することで取得率向上が見込まれます。 

【資格保有の状況】 

 

【一部費用助成制度を利用した新たな資格の取得意向】 
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介護福祉士等
（n=48）

介護福祉士等
（n=107）

該当資格なし
（n=30）

介護福祉士等
（n=344）

該当資格なし
（n=72）
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0.0
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0.0
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③ 訪問介護サービスの現状 

訪問介護サービス（介護給付）の提供時間の３割以上を「その他の生活援助」が占めて

います。今後の人材不足への対応として、民間サービスの活用なども含めた効率的なサー

ビス提供のあり方の検討が必要と考えられます。 

【訪問サービスの提供時間の内訳】 
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